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新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う 

医療提供体制及び公費支援の見直し等について 

 

令 和 ５ 年 ３ 月 1 0 日 

新型コロナウイルス感染症対策本部決定 

 

１．位置づけ変更に伴う医療提供体制の見直し 

（１）基本的な考え方 

 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染症の予防及び

感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第

114 号。以下「感染症法」という。）上の位置づけが５類感染

症に変更され、医療提供体制は入院措置を原則とした行政の

関与を前提とした限られた医療機関による特別な対応から、

幅広い医療機関による自律的な通常の対応に移行していくこ

とになる。 

 このため、新型コロナウイルス感染症対策にこれまで対応し

てきた医療機関に引き続き対応を求めるとともに、新たな医

療機関に参画を促すための取組を重点的に進める。そして、暫

定的な診療報酬措置を経て、令和６年４月の診療報酬・介護報

酬の同時改定を通じて新型コロナウイルス感染症対応を組み

込んだ新たな診療報酬体系による医療提供体制に移行させる。

この間、感染拡大が生じうることも想定し、感染拡大への対応

や医療提供体制の状況等を検証した上で、その結果に基づき、

必要な見直しを行う。 

 その際、各都道府県による「移行計画」の策定、設備整備等の

支援を通じて、冬の感染拡大に先立ち、対応する医療機関の維

持・拡大（外来の拡大や軽症等の入院患者の受入れの拡大）を

強力に促す。 

 入院調整についても、冬の感染拡大に先立ち、「移行計画」な

どに基づき、まずは軽症等の患者から医療機関間による調整
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の取組を進める。秋以降は、その進捗を踏まえつつ、重症者等

の患者について医療機関間による調整の取組を進めることを

基本に対応する。これにより、病床確保を含む行政による調整

から、他の疾病と同様に入院の要否を医療機関が判断し、医療

機関間での調整を基本とする仕組みに移行する。 

 上記の取組を推進するため、「地域包括ケア病棟」等での受入

れの促進、医療機関間で病床の状況を共有しやすくする仕組

みの普及など必要な支援を行うとともに、現行の支援策につ

いて必要な見直しを行う。 

 

（２）外来 

【令和５年３月上旬から着手する取組】 

①感染対策の見直し 

 感染対策について、これまでの学会等のガイドライン（以下

単に「ガイドライン」という。）の範囲内で最大限安全性を

重視した対応から、ガイドラインに沿いつつ安全性だけでは

なく、効率性も考慮した対応へ見直す。 

 新たに対応する医療機関における感染対策のために必要とな

る設備整備や個人防護具の確保等に対して、必要な支援を行

う。 

②応招義務の整理 

 医師等の応招義務について、新型コロナウイルス感染症にり

患又はその疑いのみを理由とした診療の拒否は「正当な事

由」に該当しない取扱いになる（注１）ことを明確化する。 

（注１）特定の感染症へのり患等のみを理由とした診療の拒

否は「正当な事由」に該当しないが、現在、新型コロナウ

イルス感染症は、２類感染症と同様、制度上特定の医療機

関で対応すべきとされていることから、その例外とされて

いる。新型コロナウイルス感染症の位置づけ変更後は、制

度上幅広い医療機関において対応できる体制に移行するこ
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とから、「正当な事由」に該当しない取扱いに変わる。 

③医療機関や地方自治体への周知 

 「診療の手引き」や感染対策の見直し、応招義務の整理等に

ついて、分かりやすい啓発資材を作成し、医療機関や地方自

治体に対して周知を行う。 

 

【位置づけ変更に伴うさらなる取組】 

 各都道府県において、定期的に対応医療機関数（令和５年２

月時点で、全国で約 4.2 万）を把握しつつ、広く一般的な医

療機関（全国で最大約 6.4 万）（注２）での対応を目指し、

医療機関数の維持・拡大を促す。国は、都道府県を通じてそ

の進捗管理を行う。その際、都道府県は、受け入れる患者を

かかりつけの患者に限定している医療機関に対して、地域の

医師会等と連携の上、患者を限定しないよう積極的に促す。 

 対応医療機関について、各都道府県において医療機関名等を

公表する仕組みを当面継続する（注３）。 

 国及び都道府県は、対応医療機関の維持・拡大に向けて、位

置づけ変更を待たずに、積極的に取組を行う。 

（注２）インフルエンザ抗原定性検査を外来においてシーズン

中、月１回でも算定している医療機関数。 

（注３）冬の感染拡大に先立って、医療機関数の拡大の状況等

を踏まえ、必要な対応を検討する。インフルエンザについ

ては、医療機関名等を公表する取組は行っていない。 

（注４）外来のひっ迫回避のため、重症化リスクの低い者への

自己検査・自宅療養の呼びかけ（自己検査キットや解熱鎮

痛剤の常備を含む。）、受診相談センター等の取組は、継続

する。 
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（３）入院 

【令和５年３月上旬から着手する取組】 

①地方自治体による移行計画の策定 

 各都道府県において、冬の感染拡大までの間、新たな医療機

関による軽症・中等症Ⅰ患者の受入れを進めること、医療機

関間による入院調整を進めること等を内容とする９月末まで

の「移行計画」を４月中に策定する。 

②感染対策の見直し 

 感染対策について、ガイドラインの範囲内で最大限安全性を

重視した対応から、ガイドラインに沿いつつ安全性だけでは

なく、効率性も考慮した対応へ見直す。【再掲】 

 新たに対応する医療機関における感染対策のために必要とな

る設備整備や個人防護具の確保等に対して、必要な支援を行

う。【再掲】 

③応招義務の整理 

 医師等の応招義務について、新型コロナウイルス感染症にり

患又はその疑いのみを理由とした診療の拒否は「正当な事

由」に該当しない取扱いになることを明確化する。【再掲】 

④医療機関や地方自治体への周知 

 「診療の手引き」や感染対策の見直し、応招義務の整理等に

ついて、分かりやすい啓発資材を作成し、医療機関や地方自

治体に対して周知を行う。【再掲】 

 

【位置づけ変更に伴うさらなる取組】 

①新たな医療機関による受入れの促進 

 全病院（約 8,200）で対応することを目指し、重点医療機関

等以外で受入れ経験がある医療機関（全国で約 2,000）（注

５）に対して、新たな軽症・中等症Ⅰ患者の受入れを積極的

に促す。特に、高齢者を中心に、「地域包括ケア病棟」や

「地域一般病棟」等の受入れを積極的に推進する。 
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（注５）重点医療機関等（令和５年２月時点で新型コロナウイ

ルス感染症の患者を受け入れるための確保病床を有する医

療機関）数：3,018、新型コロナウイルス感染症の患者の

受入れ経験がある病院（令和４年 11 月から令和５年１月

までの間に１回でも入院患者の受入れの報告を行った病

院）数：4,824 

 また、受入れ経験がない医療機関に受入れを促す。 

 位置づけ変更前に確保病床を有していた医療機関（全国で約

3,000）は、重症者・中等症Ⅱ患者の受入れへと重点化を目

指す。 

 「移行計画」には、各都道府県において、直近のオミクロン

株の流行時における入院者数を想定した上で（注６）、冬の

感染拡大に先立ち、９月末までの期間で、これまで確保病床

で受け止めてきた軽症・中等症Ⅰの入院患者について、位置

づけ変更後、受入れ経験がある医療機関や「地域包括ケア病

棟」等においてどの程度受入れを行うか、重点医療機関等で

引き続きどの程度受け入れるか等、具体的な患者像を念頭に

置きつつ、新たな医療機関による受入れの具体的な方針や目

標等を記載する。 

 国及び都道府県は、対応医療機関の維持・拡大に向けて、位

置づけ変更を待たずに、積極的に取組を行う。 

（注６）オミクロン株が主流となっていた直近の最大の入院者

数（令和５年１月 11 日）：約 4.4 万人（うち確保病床への

入院者数が約 2.9 万人、確保病床以外への入院者数が約

1.5 万人） 

②病床確保料の見直し 

 診療報酬特例の見直し（（６）診療報酬の取扱い）に連動し

て病床確保料の補助単価の見直しを行う（注７）。 

 また、通常の医療提供体制への移行を目指す中で、病床を効

果的に活用する観点から、休止病床の範囲の見直しを行う
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（注７）。 

 病床確保料について、上記の形で９月末までを目途とした措

置とし、その後の対応については「移行計画」に基づく冬の

感染拡大に先立つ軽症等の患者に対応する医療機関の拡充や

入院調整を医療機関間により行う取組の進捗状況等を踏ま

え、必要な見直しを行う。 

（注７）重点医療機関（特定機能病院等）の一般病床は 3.7 万

円/日とし、確保病床１床に対して最大１床分の休止病床

とするなど。 

③救急医療 

 入院の医療提供体制の拡充とあわせて、医療機関の受診や救

急車の要請に迷う場合の電話等による相談体制（♯7119、

♯8000 等）を維持・強化するとともに、救急車利用の目安

について救急車利用マニュアル等によりあらかじめ確認する

ことについて引き続き周知を行う。 

④臨時の医療施設の取扱い 

 新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31

号。以下「特措法」という。）に基づき設置された臨時の医

療施設については、地域の他の医療機関等への転院や機能を

分散させる等した上で廃止することが基本となる。ただし、

健康管理機能を持つ臨時の拠点としての利用を可能とするほ

か、都道府県が高齢者や妊婦の患者の受入れ、救急搬送への

対応等のため特に必要と判断する場合には、医療施設として

当面存続できることとする。 

⑤医療人材の確保  

 医療提供体制のひっ迫に対応するため、医療機関を超えた医

療人材を確保するための取組を継続する。 
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（４）入院調整 

【令和５年３月上旬から着手する取組】 

 各都道府県において、冬の感染拡大までの間、新たな医療機

関による軽症・中等症Ⅰ患者の受入れを進めること、医療機

関間による入院調整を進めること等を内容とする９月末まで

の「移行計画」を４月中に策定する。【再掲】 

 

【位置づけ変更に伴うさらなる取組】 

 外来で新型コロナウイルス感染症の陽性が確定した患者の入

院先の調整について、冬の感染拡大に先立って、原則、医療

機関間による調整への移行を促すため、以下の取組を行う。 

・病床の状況を共有するため、G-MIS やこれまで各地域で構

築してきたシステムなど IT の活用を推進（好事例の周

知、G-MIS について入力項目の簡素化等、より使いやすく

するための見直し等）する。その際、個々の外来医療機関

における対応を支援するため、地域の医師会等と連携した

取組を進める。 

・円滑な移行のため、都道府県の取組の実情に応じて、当

面、「入院調整本部」等の枠組みを残すことを可能とする

（病床ひっ迫時等に支援）。 

 各都道府県において、冬の感染拡大に先立って、「移行計

画」で定めた方針などに基づき、まずは軽症・中等症Ⅰの患

者から医療機関間による調整の取組を進める。秋以降は、そ

の進捗を踏まえ、重症者・中等症Ⅱ患者について医療機関間

による調整の取組を進めつつ、病床確保にかえて重症者・中

等症Ⅱ患者向けの対応を行った医療機関へ支援を行うことな

どを検討する。 

 妊産婦、小児、透析患者については、都道府県における既存

の調整の枠組みへの移行を進める。 

 入院調整については、現行でも、医療機関間による調整の取
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組が進められているところであり、地域の実情に応じて、位

置づけ変更を待たずに、医療機関間による調整の取組を積極

的に進める。 

 

（５）自宅療養者への対応 

 自宅療養者への対応について、発熱時等の受診相談機能や陽

性者の体調急変時の相談機能を継続するとともに、ハイリス

ク者への電話・オンライン診療、往診、薬剤交付や服薬指

導、訪問看護などの取組を継続する。 

 

（６）診療報酬の取扱い 

 新型コロナウイルス感染症の位置づけ変更に伴い、５月８日

以降、外来等及び入院における診療報酬特例について、以下

のとおり見直す。 

 また、冬の感染拡大に先立ち、今夏までの医療提供体制の状

況等を検証しながら必要な見直しを行う。その上で、令和６

年４月の診療報酬・介護報酬の同時改定において、恒常的な

感染症対応への見直しを行う。 

①外来等 

 外来については、感染対策を一定程度評価しつつ、事務負担

の軽減等に伴い新型コロナウイルス感染症患者の診療に係る

特例措置は見直していく。一方で、位置づけの変更に伴い必

要となる入院調整等の業務を新たに評価する。 

・位置づけ変更後も必要となる、空間分離や時間分離に必要

な人員、PPE 等の感染対策については引き続き評価した上

で、受け入れる患者を限定しないことを評価する仕組みと

する。 

・コロナ患者の診療に係る特例措置については、届出の簡略

化といった事務負担の軽減等に伴い、見直しを行う。 

・一方で、位置づけ変更に伴い、今後は原則、入院調整等は
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各医療機関が実施することになることを踏まえ、これらの

業務に対する評価を行う。 

・また、入院の必要性が低い場合に施設内での療養を支援す

る観点から、介護保険施設等に対する緊急往診は引き続き

評価する。 

②入院 

 入院については、人員配置の効率化が図られている実態等を

踏まえ、重症・中等症患者等に対する特例措置は見直してい

く。一方で、介護業務の増大等を踏まえ、「地域包括ケア病

棟」等での患者の受入れを新たに評価する。 

・重症・中等症患者等に対する特例措置、例えば救急医療管

理加算４～６倍などは、入院患者の重症化率低下、看護補

助者の参画等により、業務・人員配置の効率化が図られて

いる実態や、高齢患者増に伴う介護業務への対応の実態を

踏まえ、見直す（４～６倍→２～３倍など）。 

・介護業務の増大等を踏まえ、リハビリテーションや入退院

支援体制が充実した病棟（「地域包括ケア病棟」等）での

患者の受入れを新たに評価する。 

・入院医療においても、リハビリテーション実施時も含め、

必要な感染対策は引き続き評価する。 

 

２．高齢者施設等における対応 

 高齢者施設には重症化リスクが高い高齢者が多く生活してい

ることを踏まえ、入院が必要な高齢者は、適切かつ確実に施

設から入院できる体制を確保しつつ、施設における感染対策

の徹底、医療機関との連携強化、療養体制の確保等の各種の

政策・措置（注８）は、当面継続する（注９）。 

（注８） 

   ・高齢者施設における感染対策の徹底 
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   ・重症化リスクが高い者が多く入所・生活する高齢者施設に

おける陽性者が発生した場合の周囲の者への検査や従事者

への集中的検査（※） 

    ※いずれも地方自治体が実施する場合には、行政検査とし

て取り扱う。 

   ・希望者に対する新型コロナワクチンの接種 

   ・高齢者施設で新型コロナウイルス感染症患者等が発生した

場合における相談、往診（オンライン診療含む）、入院調

整等を行う協力医療機関の事前の確保 

 ・高齢者施設へ看護職員を派遣する派遣元医療機関等への補

助 

 ・必要な体制を確保した上で施設内療養を行う高齢者施設へ

の補助 

 ・退院患者の受入促進のための介護報酬上の特例  

（注９）施設内療養の補助については、施設が医療機関との連

携体制を確保しているなど、必要な要件を設けた上で実施

し、医療提供体制の状況を踏まえて見直しを行う。 

 その上で、高齢者施設における感染対策、介護従事者の訓

練、医療機関との連携強化などの取組を推進するためのさら

なる方策を検討する。 

 障害者施設についても同様に、感染対策の徹底、施設におけ

る従事者への集中的検査等の実施、感染発生時の施設に対す

る支援、療養に必要な医療提供体制の確保等、引き続き必要

な取組を進める。 
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３．患者等に対する公費支援の取扱い 

 位置づけ変更による急激な負担増を回避するため、医療費の

自己負担等に係る一定の公費支援について期限を区切って継

続する。 

 

（１）外来医療費の自己負担軽減 

 新型コロナウイルス感染症治療薬（注１０）の費用（薬剤

費）の公費支援については、夏の感染拡大への対応としてま

ずは９月末まで措置し、その後の本措置の取扱いについて

は、他の疾病との公平性に加え、国の在庫の活用や薬価の状

況も踏まえて冬の感染拡大に向けた対応を検討する。 

（注１０）経口薬「ラゲブリオ」、「パキロビッド」、「ゾコー

バ」、点滴薬「べクルリー」、中和抗体薬「ゼビュディ」、

「ロナプリーブ」、「エバシェルド」 

 新型コロナウイルス感染症治療薬以外の外来医療費について

は、他の疾病との公平性を踏まえて、自己負担分の公費支援

は位置づけの変更により終了する。 

 

（２）入院医療費の自己負担軽減 

 新型コロナウイルス感染症患者の入院医療費に関しては、他

の疾病との公平性も考慮し、医療費や食事代の負担を求める

こととなるが、急激な負担増を避けるため、今夏の感染拡大

への対応として、まずは９月末まで、高額療養費制度の自己

負担限度額から２万円を減額する措置を講ずる。なお、その

額が２万円に満たない場合にはその額を減額する。 

 その後については、感染状況や他の疾病との公平性を考慮し

つつ、その必要性を踏まえて検討する。 

 入院する新型コロナウイルス感染症患者の新型コロナウイル

ス感染症治療薬の費用については、外来医療費と同様、公費

支援を実施する。 
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（３）検査の自己負担 

 発熱等の患者に対する検査については、抗原定性検査キット

が普及したことや他の疾病との公平性を踏まえ、自己負担分

の公費支援は位置づけの変更により終了する。 

 引き続き、重症化リスクが高い者が多く入院・入所する医療

機関、高齢者施設、障害者施設における陽性者が発生した場

合の周囲の者への検査や従事者への集中的検査を地方自治体

が実施する場合には、行政検査として取り扱う。【一部再

掲】 

 

（４）相談窓口機能 

 外来や救急への影響緩和のため、地方自治体の受診相談機能

は継続する。（注１１） 

（注１１）陽性者の体調急変時の相談機能は継続することと

し、公費支援を継続する。位置づけの変更に伴って個々の

陽性者についての発生届が廃止となるため、健康フォロー

アップセンターの陽性者の登録機能や、発生届等をもとに

した行政からのプッシュ型の健康観察については終了す

る。 

 

（５）宿泊療養施設 

 感染症法に基づく新型コロナウイルス感染症患者の外出自粛

は求められなくなるため、隔離のための宿泊療養施設は位置

づけの変更と同時に終了する。 

 ただし、高齢者や妊婦の療養のための宿泊療養施設は、入院

とのバランスを踏まえた自己負担を前提に、地方自治体の判

断で経過的に９月末まで継続する。 
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４．その他 

 （１）病原性が大きく異なる変異株が生じた場合の対応 

 位置づけの変更後に、オミクロン株とは大きく病原性が異な

る変異株が出現するなど、科学的な前提が異なる状況になれ

ば、ただちに必要な対応を講じる。 

 具体的には、科学的知見や専門家の意見等を踏まえ、感染症

法上の入院勧告等の各種措置が必要になるかどうかも含めて

速やかに検討し、必要があると認められれば、新型コロナウ

イルス感染症の発生時と同様に、この新たな変異株を、まず

は感染症法上の「指定感染症」に位置づけることにより（政

令で措置）、一時的に対策を強化する。 

 指定感染症に位置づけた上で、病状の程度が重篤で、全国的

かつ急速なまん延のおそれがあると認められる場合には、厚

生労働大臣から内閣総理大臣への報告を行い、特措法に基づ

く政府対策本部及び都道府県対策本部を設置する。なお、新

たな変異株の特性等によっては、ただちに「新型インフルエ

ンザ等感染症」に位置づけることもありうる。 

 政府対策本部においては、基本的対処方針を定め、その中

で、行動制限の要否を含めた感染対策について決定する。 

 加えて、新たな変異株の特性なども踏まえ、これまでの対応

の知見等も活用しつつ、必要な方が適切な医療にアクセスで

きるよう、各都道府県と連携し、病床や外来の医療提供体制

の確保を行う。 

 

（２）水際措置等 

 位置づけの変更に伴い、検疫法（昭和 26 年法律第 201 号）

上の検疫感染症から外れるため、入国時検査等の水際措置は

適用されなくなる。 

 位置づけの変更後に、オミクロン株とは大きく病原性が異な

る変異株が出現するなどの状況になれば、検疫法に基づく政
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令指定により、隔離・停留といった強力な措置を可能とする

等、国内への流入を遅らせるとともに国内での感染拡大をで

きる限り防止するために必要な措置を迅速に講じる。 

 また、増加が見込まれる訪日外国人観光客の医療費未収対策

を引き続き進める。 

 

（３）ワクチン接種 

 令和５年度のワクチン接種については、秋冬に５歳以上の全

ての者を対象に接種を行い、高齢者等重症化リスクが高い者

等には、秋冬を待たず春夏にも追加で接種を行うとともに、

引き続き、自己負担なく受けられるようにする。 

 


